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　九州電力は、特定重大事故等対処施設の設置について、平成29年12月20日に
国に設置変更許可申請を行うとともに、佐賀県及び玄海町に対して安全協定に基
づき事前了解願いを提出しました。
　原子力規制委員会は平成31年4月3日に設置変更許可を行い、玄海町は令和元
年7月24日に事前了解を、佐賀県は同年8月9日に事前了解を行いました。

玄海３、４号機 特定重大事故等対処施設の設置

■特定重大事故等対処施設とは
　原子力発電所における様々な安全対策のバックアップ施設です。原子炉周辺建
屋等への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムにより、原子炉を冷却
する機能が喪失し炉心が著しく損傷する場合に備えて、原子炉周辺建屋等との離
隔距離をもった頑健な建屋を設け、その建屋の中に原子炉格納容器の破損を防
止するための機能を有する施設を収納します。

■特定重大事故等対処施設の設置期限
　設置許可基準規則で、本体施設等の工事計画認可から5年以内に設置するよう
要求されており、玄海3号機は令和4年8月24日、4号機は同年9月13日が期限と
なっていました。令和4年7月6日、九州電力は、設置期限内に完成できない見通し
であるとして、設置期限以降、発電を停止し、特定重大事故等対処施設が完成する
まで発電を再開しないことを原子力規制委員会に報告しました。
　その後、3号機は令和4年12月5日に、4号機は令和5年2月2日にそれぞれ完成
し、運用を開始しています。
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